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はじめに 

 

本書では、令和 3 年度の決算状況について、普通会計の数値を用いて経年比較や対前

年度比較を行うことにより、町田市の財政の現状をお知らせしています。 

また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、健全化判断比率の 4

指標、及び公営企業ごとの資金不足比率の算定結果等により、市全体の財政の健全性を

示しています。 

 

地方公共団体の財政は、家計と同じように収入（歳入）と支出（歳出）で構成されて

います。町田市の財政は、その歳入と歳出が計上される一般会計（行政の一般的な歳入、

歳出を経理する）と 6 つの特別会計（一つの目的を持った事業の収支を一般会計とは切

り離し、単独で経理する）から成り立っています。 

この一般会計や特別会計は、地方公共団体によって会計の設定や内容が異なるため、

自治体間の比較が困難です。そこで、総務省の定めた全国統一の基準をもって各会計を

再構成し、自治体間の比較分析を可能にした会計区分が普通会計と公営事業会計です

（普通会計と公営事業会計の構成は 7 ページをご覧ください）。 

 

町田市の令和 3 年度普通会計決算額は歳入・歳出総額ともに前年度を下回りました。 

歳入について見ると、前年度に比べ、特別定額給付金給付事業費補助金が 428 億 2

千万円減少、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が 21 億 2 千万円減少

したことなどにより、会計全体で 218 億 5 千万円の減少となりました。 

歳出について見ると、特別定額給付金支給事業が 431 億 5 千万円減少、野津田公園整

備事業が 22 億 6 千万円の減少、小学校教育情報化推進事業が 12 億 8 千万円、財政調

整基金や多摩都市モノレール基金などの積立金が 13 億 3 千万円減少したことなどによ

り、会計全体では 250 億 9 千万円の減少となりました。 

 

これらの影響などにより経常収支比率は前年度から 5.2 ポイント下がり、86.7%と

80%台になったものの、適正水準といわれる 70~80%を上回っており、財政構造の硬直

化が続いています。 

今後は、少子高齢化による生産年齢人口の減少、医療･介護給付費の増加等に加え、

デジタル化関連経費や社会保障関係経費の増加は避けられない状況であり、引き続き厳

しい財政運営を強いられるものと予想されます。 

 

今後も市財政の状況について、よりわかりやすい情報の提供に努めるとともに、分析

結果を活用しながら持続可能な財政運営を目指していきます。 
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Ⅰ．普通会計決算状況 

１．令和 3年度普通会計決算の概要 

（１）収支の状況 

令和 3 年度の歳入総額は 2,008 億 1 千万円で、前年度と比較すると 218 億 5 千万円

（9.81％）の減少となりました。また、歳出総額は 1,916億 2千万円で、前年度と比較する

と 250億 9千万円（11.58％）の減少となりました。（歳入、歳出の決算の状況については、

それぞれ「２．歳入（8ページ）」、「３．歳出（12ページ）」をご覧下さい。） 

歳入歳出差引額は 91 億 9 千万円で、翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は 81

億 4千万円となりました。 

＜決算収支の状況＞       （単位：百万円） 

区     分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

歳入総額 
153,012 153,407 159,398 222,653 200,808 

Ａ 

歳出総額 
148,140 150,901 154,324 216,709 191,618 

Ｂ 

歳入歳出差引額 
4,872 2,506 5,074 5,944 9,190 

Ａ－Ｂ＝Ｃ 

翌年度へ繰り越すべき財源 
262 107 576 1,791 1,045 

Ｄ 

実質収支 
4,610 2,399 4,498 4,153 8,144 

Ｃ－Ｄ＝Ｅ 

単年度収支 
250 △ 2,211 2,099 △ 345 3,991 

Ｅ－前年度Ｅ＝Ｆ 

積立金 
5,624 3,252 2,710 4,608 2,961 

Ｇ 

繰上償還額 
0 0 0 108 0 

Ｈ 

積立金取崩額 
3,454 3,427 4,358 3,468 2,692 

Ｉ 

実質単年度収支 
2,420 △ 2,386 451 903 4,260 

Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ＝Ｊ 

 

 

 

「普通会計」とは？ 　実質収支は？

・一般会計 一般会計

鶴川駅南土地区画整理事業会計

・特別会計

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計

介護保険事業会計 介護保険事業会計

下水道事業会計 後期高齢者医療事業会計

病院事業会計

後期高齢者医療事業会計 下水道事業会計

鶴川駅南土地区画整理事業会計 病院事業会計

介護サービス事業会計

宅地造成事業会計

駐車場事業会計

普通会計

公営企業会計

公営事業会計

町 田 市町 田 市

総務省の定める全国統一の基準で
再構成し、地方財政状況調査上用い
られる会計区分

歳入総額

2008.1
億円

歳出総額

1916.2
億円

実質収支
81.4億円

翌年度へ
繰り越すべき

財源
10.5億円

歳入歳出
差引額

91.9億円
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２．歳入 

（１）令和３年度歳入の状況 

令和 3年度の歳入の決算額は 2,008億 1千万円で、令和 2 年度と比較すると 218億 5千

万円の減少となりました。 

地方消費税交付金や法人事業税交付金、地方交付税などが増加した一方、国庫支出金や地

方債が減少したことにより、全体で 9.8%減少しました。 

 

 

 

 

 

 

＜歳入の内訳＞
（単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

69,257 31.1% 68,786 34.3% △ 471 △ 0.7 %

746 0.3% 760 0.4% 14 1.9 %

97 0.1% 89 0.0% △ 8 △ 8.2 %

469 0.2% 638 0.3% 169 36.0 %

544 0.3% 777 0.4% 233 42.8 %

8,997 4.0% 9,826 4.9% 829 9.2 %

41 0.0% 45 0.0% 4 9.8 %

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

132 0.1% 170 0.1% 38 28.8 %

206 0.1% 688 0.3% 482 234.0 %

511 0.2% 899 0.5% 388 75.9 %

2,228 1.0% 4,637 2.3% 2,409 108.1 %

2,024 0.9% 4,402 2.2% 2,378 117.5 %

204 0.1% 234 0.1% 30 14.7 %

51 0.0% 50 0.0% △ 1 △ 2.0 %

83,279 37.4% 87,365 43.5% 4,086 4.9 %

647 0.3% 695 0.3% 48 7.4 %

820 0.4% 930 0.5% 110 13.4 %

1,872 0.8% 1,879 0.9% 7 0.4 %

83,542 37.5% 56,997 28.4% △ 26,545 △ 31.8 %

23,781 10.7% 24,448 12.2% 667 2.8 %

669 0.3% 326 0.2% △ 343 △ 51.3 %

230 0.1% 239 0.1% 9 3.9 %

5,590 2.5% 5,737 2.9% 147 2.6 %

5,074 2.3% 5,944 3.0% 870 17.1 %

2,420 1.1% 3,087 1.5% 667 27.6 %

14,729 6.6% 13,161 6.5% △ 1,568 △ 10.6 %

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

2,696 1.2% 3,543 1.8% 847 31.4 %

222,653 100.0% 200,808 100.0% △ 21,845 △ 9.8 %

地 方 税 （ 市 税 ）

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡 所得 割交 付金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

合        計

うち　特    別

自 動 車 取 得 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

交通安全対 策特 別交 付金

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

うち減収補てん債特例分

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

寄 附 金

令和2年度

小        計

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

自動車税環境性能割交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

法 人 事 業 税 交 付 金

うち　普    通

比較

増減率
区　　　　分

地 方 債 （ 市 債 ）

令和3年度

令和 3年度の特徴 

  増加した主なもの 

   地方交付税    +24.1億円 

   繰越金       +8.7億円 

地方消費税交付金  +8.3億円 

 

減少した主なもの 

 国庫支出金    △265.5億円 

 地方債       △15.7億円 

 地方税        △4.7億円 
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市の歳入は、市税など使途が決まっていないお金（一般財源）と、国や都からの補助金、 

市債など、使い道が最初から特定されているお金（特定財源）で構成されています。市税な

ど一般財源の割合が高いほど自由に使えるお金が多く、多岐にわたる行政需要に対応して

いくことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税

687.9億円

国庫支出金

570.0億円

都支出金

244.5億円

市債

131.6億円

繰入金

57.4億円

使用料・手数料

28 .1億円

その他

288.6億円

34 .3%

28 .4%

12 .2%

6.5%

2 .9%
1 .4%

14.3%

歳入決算額の構成比

令和3年度
歳入合計

2,008.1億円

市が国や金融機関から借り
入れたお金です。

基金の取崩しや特別
会計からの繰入で収
入したお金です。

公共施設などの利用者から
徴収したお金や、特定の人
のために行われる事務につ
いて徴収したお金です。

特定の行政目的のために国や
都から交付されたお金です。

市民税、固定資産税、
軽自動車税、市たばこ
税、都市計画税など市
民のみなさんに納めて
いただいた税金です。

（単位：億円）

※「その他」には、地方譲与税や地方消費税交付金をはじめとする各種交付金、
　令和2年度決算での繰越金、財産収入などが含まれます。
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266.9
263.6

48.6 48.5

35.3 37.1

0
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700

2 3

市税の推移
億円

年度

令和 3 年度の市税の決算額は 687 億 9 千万円で前年度と比較すると 4億 7千万円減少

しました。これは、法人市民税が 8千万円増加した一方で、固定資産税が 3億 3千万円、

個人住民税が 3億 9千万円減少したことなどによります。 

市民税

固定資産税

都市計画税
その他

0

200

400

600

800

24 25 26 27 28 29 30 令和元 2 3

市税の推移（経年比較）

年度

億円

①市税

その他の市税 

都市 
計画税 

固定資産税 

687.9 692.6 

市

税 

市民税 

市民税の内訳 

個人住民税  

  均等割   7.5億円（＋0.0億円） 

  所得割  300.2億円（△3.9億円） 

法人市民税 

  均等割   11.2億円（＋0.3億円） 

  法人税割   19.8億円（＋0.5億円） 

固定資産税の主なもの 

土地  116.3億円（△0.6億円） 

家屋  111.5億円（＋0.3億円） 

償却資産  30.5億円（△2.7億円） 

都市計画税の内訳 

土地 28.9億円（△0.1億円） 

家屋 19.7億円（＋0.1億円） 

その他の市税の主なもの 

市たばこ税 23.1億円（＋1.3億円） 

事業所税   8.7億円（＋0.3億円） 
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令和 3年度の地方消費税交付金の決算額は 98億 3千万円で、前年度と比較する

と 8億 3千万円増加しました。 

令和 3 年度の地方交付税の決算額は 46 億 4 千万円で、前年度と比較すると 24 億 1

千万円増加しました。これは、普通交付税が 23億 8千万円、特別交付税が 3千万円そ

れぞれ増加したことによります。 

令和 3年度の使用料・手数料の決算額は 28億 1千万円で、前年度と比較すると 1億

2千万円増加しました。これは、学童保育クラブ育成料が 7千万円、廃棄物処理手数料

が 1千万円それぞれ増加したことなどによります。 

令和 3 年度の国庫支出金の決算額は 570 億円で、前年度と比較すると 265 億 5

千万円減少しました。これは、特別定額給付金給付事業費補助金及び新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金の減少などによるものです。

令和 3 年度の都支出金の決算額は 244 億 5 千万円で、前年度と比較すると 6 億

7千万円増加しました。これは、都市計画費補助金の増加などによるものです。 

  令和 3年度の市債の決算額は 131億 6 千万円で、前年度と比較すると 15 億 7千

万円減少しました。これは、土木債の減少などによるものです。 

④使用料・手数料

⑦市債

②地方消費税交付金

⑥都支出金

⑤国庫支出金

③地方交付税
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３．歳出 

（１）目的別分類による歳出の状況

①総括

 令和 3 年度の歳出決算額は 1,916 億 2 千万円で、前年度と比較すると 250 億 9 千万円減

少しました。 

自治体の行政施策の動向や部門別、事業別にどのように経費が投入されているかを知る

ために、経費をその行政目的に応じて分類することを「目的別分類」といいます。目的別分

類による歳出の内訳は以下のとおりです。 

【目的別分類と性質別分類】（性質別分類については、19 ページ以降参照） 

歳出の捉え方として、「目的別分類」の他に「性質別分類」があります。これは、経費を

その経済的性質を基準として分類する方法です。「性質別分類」の例は、以下の通りです。 

人件費・・・職員給与や諸手当、議員や委員等の報酬など 

扶助費・・・生活保護法、児童福祉法、障害者総合支援法などに基づき、対象者に

対して支出する経費、及び市が単独で行っている各種扶助の経費 

普通建設事業費・・・公共施設の新増設等の建設事業にかかる経費 

物件費・・・委託料、光熱水費、備品購入費など 

補助費等・・・他団体への補助金や、報償費、保険料など 

＜目的別歳出の内訳＞
（単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

議 会 費 638 0.3% 622 0.3% △ 16 △ 2.5 %

総 務 費 61,710 28.5% 16,496 8.6% △ 45,214 △ 73.3 %

民 生 費 78,500 36.2% 89,084 46.5% 10,584 13.5 %

衛 生 費 22,470 10.4% 32,438 16.9% 9,968 44.4 %

労 働 費 336 0.2% 309 0.2% △ 27 △ 8.0 %

農 林 水 産 業 費 341 0.2% 273 0.1% △ 68 △ 19.9 %

商 工 費 3,923 1.8% 2,020 1.1% △ 1,903 △ 48.5 %

土 木 費 10,625 4.9% 12,528 6.5% 1,903 17.9 %

消 防 費 4,839 2.2% 4,624 2.4% △ 215 △ 4.4 %

教 育 費 25,519 11.8% 26,030 13.6% 511 2.0 %

災 害 復 旧 費 177 0.1% 0 0.0% △ 177 0.0 %

公 債 費 7,631 3.4% 7,194 3.8% △ 437 △ 5.7 %

合　　計 216,709 100.0% 191,618 100.0% △ 25,091 △ 11.6 %

区 分
令和2年度 比較

増減率

令和3年度

増加した主なもの 減少した主なもの
民生費 ＋ 105.8億円 総務費 △ 452.1億円
衛生費 ＋ 99.7億円
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目的別に見た決算額では、民生費が 890 億 8 千万円で全体の 46.5％を占めています。平

成 9 年度までは土木費が歳出構成比の第 1 位でしたが、平成 10 年度以降は厳しい経済情

勢、社会情勢を受け生活保護等の福祉施策にかかる経費が増加したほか、近年では少子高

齢化への対策による経費の増加もあり、民生費が第 1 位となっています。 

民生費

890.8 

(46.5%)

衛生費

324.4
(16.9%)

教育費

260.3
(13.6%)

総務費

165.0
(8.6%)

土木費

125.3
(6.5%)

公債費

71.9
（3.8%）

消防費

46.2
(2.4%)

その他

32.3
(1.8%)

目的別歳出決算額の内訳

歳出総額

1916.2億円

（単位：億円）

障がい者、高齢者、
児童等の福祉や生活
保護

庁舎管理、企画、財政、

徴税、戸籍、選挙、統計

などにかかる経費

小・中学校の学校教育や

文化、スポーツなどの

社会教育にかかる経費

各種健診、公衆衛生、

ごみの処理などに

かかる経費

道路、橋りょう、河川、
公園、区画整理など

基盤整備にかかる経費

市が借り入れた

お金の元利償還金
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②民生費 －障がい者、高齢者、児童等の社会福祉や生活保護にかかる経費－

令和 3 年度の民生費の決算額は 890 億 8 千万円で、前年度と比較して 105 億 8 千万円増

加しました。これは、子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世帯等臨時特別給付金の

増加などにより、扶助費が 102 億 3 千万円増加したことなどによります。 

45.4 44.8 
25.7 29.1 

502.5 

604.8 

45.8 

48.8 

12.3 

4.3 

152.9 

158.6 

0.4 

0.4 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

令和2年度 3年度

民生費 性質別内訳

扶助費

億円

繰出金

890.8

785.0

扶助費の主なもの
生活保護費 138.2億円
障がい者サービス給付費 121.5億円
民間等保育所運営費 102.2億円
児童手当 60.3億円
子育て世帯臨時特別給付金 55.3億円
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金 36.2億円
児童扶養手当 14.2億円
児童育成手当 9.8億円

物件費

人件費

普通建設事業費

補助費等

その他の支出
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③衛生費 －各種健診、公衆衛生、ごみの処理などにかかる経費－

令和 3 年度の衛生費の決算額は 324 億 4 千万円で、前年度と比較して 99 億 7 千万円増

加しました。これは、循環型施設整備事業の増加などにより、普通建設事業費が 59 億 3 千

万円増加したこと、新型コロナウイルス予防接種事業の増加などにより、物件費が 44 億 5

千万円増加したことなどによります。 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 0.0 0 0.0

30.1 
31.0 

65.1 

109.6 

29.2 

23.1 

92.4 

151.7 6.0 

5.7 

1.9 

3.3 

0
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300

350

令和2年度 3年度

衛生費 性質別内訳
億円

人件費

物件費

補助費等

224.7

その他の支出

普通建設

事業費

積立金

324.4

補助費等の主なもの
病院事業会計負担金 10.6億円
東京たま広域資源循環組合負担金 6.7億円

物件費の主なもの
予防接種にかかる委託料 57.1億円
ごみ収集業務委託料 14.6億円
廃棄物処理事業にかかる物件費 9.0億円
成人・母子健診事業に係る委託料 5.9億円

普通建設事業費の主なもの
循環型施設整備事業 149.2億円
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④教育費 －小・中学校の学校教育や文化スポーツなどの社会教育にかかる経費－ 

令和 3 年度の教育費の決算額は 260 億 3 千万円で、前年度と比較して 5 億 1 千万円増加

しました。これは、町田第一中学校の増改築工事や小・中学校体育館空調設備設置事業など

の普通建設事業費が 11 億 8 千万円増加したことなどによります。 
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1.7 
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27.5 

11.1 
11.9 

90.7 

102.5 
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令和2年度 3年度

教育費 性質別内訳億円

普通建設

事業費

維持補修費

扶助費

補助費等

物件費

260.3

255.2

人件費

普通建設事業費の主なもの
中学校増改築事業（町田第一中学校） 33.2億円
小・中学校体育館空調設備設置事業 21.0億円
小・中学校避難施設機能向上事業 15.1億円
野津田公園スポーツの森整備事業 11.7億円

物件費の主なもの
小･中学校光熱水費 6.6億円
体育施設管理運営委託料 5.0億円

小学校教育情報化推進事業費 2.9億円

中学校教育情報化推進事業費 1.3億円

扶助費の主なもの
認定こども園等施設型給付費 17.4億円
施設等利用給付費 6.2億円
小学校義務教育就学援助費 2.6億円
中学校義務教育就学援助費 1.3億円
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⑤総務費 －庁舎管理、企画、財政、徴税、戸籍、選挙、統計などにかかる経費－  

令和 3 年度の総務費の決算額は 165 億円で、前年度と比較して 452 億 1 千万円減少しま

した。これは、特別定額給付金の減少などにより、補助費等が 431 億 9 千万円減少したこ

となどによります。 
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総務費 性質別内訳億円

人件費

物件費

積立金

補助費等

普通建設事業費

その他の支出

積立金の主なもの
財政調整基金への積立 29.6億円
公共施設整備基金への積立 17.2億円

165.0

617.1

17



⑥土木費 －道路、橋りょう、河川、公園、区画整理など基盤整備にかかる経費－ 

令和 3 年度の土木費の決算額は 125 億 3 千万円で、前年度と比較して 19 億円増加しま

した。これは、鶴川駅北口広場整備事業の増加などにより、普通建設事業費が 19 億 8 千万

円増加したことなどによります。 
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29.4 

49.2 
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令和2年度 3年度

土木費 性質別内訳億円

人件費

普通

建設

事業費

125.3

106.3

維持補修費

補助費等

物件費

普通建設事業費の主なもの
鶴川駅北口広場整備事業 29.3億円
相原駅東口アクセス路整備事業 3.3億円
玉川学園前駅周辺整備事業 2.9億円

物件費の主なもの
公園管理委託料 10.3億円
光熱水費 0.7億円

補助費等の主なもの
下水道事業会計負担金 17.0億円
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（２）性質別分類による歳出の状況 

①総括 「性質別分類」とは、経費をその経済的性質を基準として、人件費、扶助費、

普通建設事業費、物件費、補助費等などに分類することですが、さらに「義務的経費」「投

資的経費」「その他の経費」に分けて捉えることで、財政の健全性、弾力性を計ることがで

きます。性質別分類による歳出の内訳は以下のとおりです。 

 

 

 

＜性質別歳出の内訳＞
（単位：百万円）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増減額

21,970 10.1% 21,943 11.4% △ 27 △ 0.1 %

13,808 6.4% 13,502 7.0% △ 306 △ 2.2 %

52,969 24.4% 63,458 33.1% 10,489 19.8 %

7,631 3.5% 7,194 3.8% △ 437 △ 5.7 %

7,631 3.5% 7,194 3.8% △ 437 △ 5.7 %

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

82,570 38.1% 92,594 48.3% 10,024 12.1 %

23,784 10.9% 31,349 16.4% 7,565 31.8 %

11,355 5.2% 15,104 7.9% 3,749 33.0 %

12,429 5.7% 16,244 8.5% 3,815 30.7 %

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

177 0.1% 0 0.0% △ 177 0.0 %

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

23,960 11.1% 31,349 16.4% 7,389 30.8 %

480 0.2% 631 0.3% 151 31.5 %

25,698 11.8% 28,047 14.6% 2,349 9.1 %

1,205 0.5% 1,130 0.6% △ 75 △ 6.2 %

60,466 27.9% 16,454 8.6% △ 44,012 △ 72.8 %

7,515 3.5% 6,188 3.2% △ 1,327 △ 17.7 %

2 0.0% 0 0.0% △ 2

15,293 7.1% 15,856 8.3% 563 3.7 %

110,179 50.8% 67,675 35.3% △ 42,504 △ 38.6 %

216,709 100.0% 191,618 100.0% △ 25,091 △ 11.6 %

区        分

補    助

合        計

比較

増減率

令和3年度令和2年度

投
資
的
経
費

小　　　　計

うち人件費

普 通 建 設 事 業 費

義
務
的
経
費

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利子

小　　　　計

単    独

そ の 他

皆減

そ
の
他
の
経
費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

繰 出 金

小　　　　計

【義務的経費】

　その性質上支出が義務づけられていて、任意に削減することが困難な経費で、人件費、

扶助費、公債費のことをいいます。これらの経費の割合が高くなると、他の経費に使う財

源の余裕がなくなって財政構造が硬直化し、弾力性が失われます。

【投資的経費】

　道路、公園、学校など公共施設の整備及び改築に使われる経費で、普通建設事業費や災

害復旧事業費などのことをいいます。これらの経費はその支出の効果が資本形成に向けら

れ、施設等が将来に向けて残るので、この投資によってどのような経済効果や市民に対す

る利便性を生むのかを十分に検討することが必要です。

【その他の経費】

　義務的経費、投資的経費に含まれない全ての経費で、物件費、補助費等、積立金などが

あります。
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歳出の構成比としては「義務的経費」の割合が低く、「投資的経費」の割合が高いほど、

財政構造は弾力性が豊かであり健全な財政であるといえます。 

令和 3 年度では「義務的経費」が 925 億 9 千万円で全体の 48.3%、「投資的経費」が 313

億 5 千万円で全体の 16.4％となりました。 

 

 

 

 

義務的経費

48.3%

投資的経費

16.4%
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補助費等

164.5

8.6%

繰出金
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73.2

3.8%

性質別歳出決算額の内訳
（単位：億円）
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建設にかかる経費

委託料、光熱水費、

備品購入費など
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や報償費、保険料
など
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 ②義務的経費 

令和 3 年度の義務的経費の決算額は 925 億 9 千万円で、前年度と比較して 100 億 2 千万

円増加しました。また、義務的経費の歳出構成比は、48.3％となりました。これは、歳出に

占める扶助費の割合が増加したことによるものです。 

扶助費の増加が義務的経費を押し上げ、義務的経費全体としては増加傾向が続いていま

す。 

 

 

 

 歳出の増加に見合うだけの歳入の増加があった場合には、義務的経費の増加が財政に与

える影響は抑制されますが、歳入の増加があまり見込めない状況で義務的経費が増加して

いくと、新しい財政需要や臨時の財政需要に対応する弾力性が失われ、財政構造が硬直化し

ていきます。 
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ａ．人件費 

令和 3 年度の人件費の決算額は 219 億 4 千万円で、前年度と比較して 3 千万円減少しま

した。職員給（一般職員の給与・諸手当）は 135 億円で、最も職員給の多かった平成 10 年

度（184 億 5 千万円）に比べ 49 億 5 千万円の減少となり、職員数についても平成 8 年度

（2,341 人）のピーク時に比べ、269 人の削減となっています。現在は、「町田市５ヵ年計画

２２－２６」の「経営改革プラン」にて改革項目として職員定数の適正化を掲げ、効率的な

執行体制の構築を図っています。 
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ｂ．扶助費 

令和 3 年度の扶助費の決算額は 634 億 6 千万円で、前年度と比較して 104 億 9 千万円増

加しました。 

扶助費は、社会保障制度の一環として様々な法律、条例に基づいて支出するため、容易に

削減、圧縮することができない経費です。社会福祉費における障がい者自立支援給付費や児

童福祉費における民間等保育所運営費などは年々増加傾向にあり、義務的経費が増加する

一因となっています。 
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ｃ．公債費 

令和 3 年度の公債費の決算額は 71 億 9 千万円で、前年度と比較すると 4 億 4 千万円減少

しました。 

公債費は、人件費、扶助費とは違い、過去に発生した債務の支払に要する経費です。その

ため、借入れをする時点で将来の財政負担を十分検討する必要があります。 
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③投資的経費   

令和 3 年度の投資的経費の決算額は 313 億 5 千万円で、前年度と比較すると 73 億 9 千

万円増加しました。また、投資的経費の歳出構成比は 16.4％となりました。 

 

「投資的経費」とは、道路、公園、学校などの公共施設の整備及び改築にかかる経費で、

普通建設事業費や災害復旧事業費などから構成されています。 

「普通建設事業費」は国から負担金または補助金を受けて行う補助事業と、国の補助等を

受けずに行う単独事業にわけることができます。令和 3 年度では、前年度と比較して補助

事業、単独事業ともに増加しました。 
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④その他の経費 

令和 3 年度のその他の経費の決算額は 676 億 8 千万円で、前年度と比較すると 425 億円

減少しました。また、その他の経費の歳出構成比は 35.3％となりました。 

「その他の経費」とは、義務的経費、投資的経費に含まれない全ての経費で、物件費、補

助費等、積立金、繰出金などがあります。 

「その他の経費」の増減は臨時的要因に左右される面も大きいですが、経常的にかかる経

費については今後も見直しを行っていきます。 

 

 

ａ．積立金 

令和3年度の積立金の決算額は61億9千万円で、前年度と比較すると13億3千万円減少し

ました。これは、財政調整基金積立金が16億5千万円減少したことや、多摩都市モノレー

ル基金積立金が2億5千万円減少したことによるものです。 

積立金とは、財政運営を計画的にするため、または、財源の余裕がある場合において、

特定の支出目的や年度間の財源の不均衡の調整などに備えて、家計における預貯金に相当

する基金に積み立てる経費のことです。 
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ｂ．繰出金 

令和3年度の繰出金の決算額は158億6千万円で、前年度と比較すると5億7千万円増加し

ました。これは、要介護認定者数及びサービス受給者数の増により、介護保険事業会計の

繰出金が3億3千万円増加したことなどによります。 

繰出金とは、特別会計や基金へ支出する経費で、特別会計ごとに繰り出しの基準が異な

っています。例えば、国民健康保険事業会計や後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会

計では、法令により医療費等について国、都、市の負担割合が決められており、その市負

担分について繰り出しを行います。 

国民健康保険事業会計は平成27年以降、減少を続けてきましたが、令和3年度は増加に

転じました。後期高齢者医療事業会計は平成24年度以降、増加してきましたが、横ばいと

なっています。一方、介護保険事業会計は平成24年度以降、増加傾向が続いています。こ

れらの財政負担は大きく、各特別会計の健全化が重要な課題となっています。 

 

 

宅地造成事業会計（忠生土地区画整理事業会計） 

平成 25 年 3 月 31 日付廃止 

下水道事業会計 

 令和 2 年 4 月から地方公営企業法一部適用（財務適用のみ） 

繰出金の決算状況

137.8 億円 前年度比 前年度比 前年度比

国保　 -11億円 -7.8億円 30.5億円

老人保健医療　 -21億円 2億円 -3.6億円

介護保険 0.5億円 2.2億円 0.9億円

後期高齢者医療 26.6億円 2.7億円 2.2億円

下水道事業 -0.3億円 0.8億円 -1億円

駐車場事業 0億円 0億円 0億円

土地区画整理 -2.9億円 -1.7億円 -4.2億円
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国民健康保険
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（億円）

※介護ｻｰﾋﾞｽ含む

（宅地造成事業は平成22～24年度、駐車場事業は平成29～令和元年度に計上があります）
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４．積立金・市債 

（１）積立金と市債現在高の推移 

 市には、一般家庭でいう「貯金」にあたるものとして「積立金（基金）」、「ローン」にあ

たるものとして「市債」という制度があります。これらを効率的、効果的に活用することに

より、安定的な行財政運営の推進に努めています。 

 

 

① 積立金 ＜現在高 229 億 8 千万円（積立 61 億 9 千万円／取崩 49 億 6 千万円）＞ 

 「積立金」は、財政の弾力的な運営を図るため一定の水準を保つ必要があります。積立金

現在高は、平成 27 年度以降は増加傾向にあり、令和 3 年度は前年度から 12 億 3 千万円増

加しました。 
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229.8
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特定目的
基金
136.9
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② 市債＜元金現在高 937 億 9 千万円(借入 131 億 6 千万円／元金償還 68 億 3 千万円)＞ 

「市債」とは、大規模な公共施設建設などの財源として、国や金融機関から市が借り入れ

るもので、その返済が長期にわたるものをいいます。これらの事業を市債の借り入れなしに

行えば、短期間に非常に大きな財政負担を負うことになります。また、市の財産となる土地

や公共施設は長期にわたって利用できるため、現在の市民だけではなく将来の市民にもそ

の経費を負担してもらうことが公平でもあります。このように市債は、ある年度の過大な財

政負担を軽減し、計画的な財政運営を行うための機能を持つだけではなく、税負担の公平性

を確保するという側面も持っています。 

 

 

令和 3 年度は、市債借入額 131 億 6 千万円に対して元金償還額 68 億 3 千万円で、年度

末の元金現在高は 937 億 9 千万円となりました。 

令和 3 年度は、市債借入額が元金償還額を上回っており、市債の現在高が増加しました。 

市債を計画的に借り入れることにより、将来負担の増大を招くことのないよう留意し、財

政運営を行っていきます。 
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元
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市
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だと
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５．財政指標  

（1）各財政指標の推移 

―財政構造の硬直化が依然続くー 

＜経常収支比率 86.7%、5.2 ポイントの減少＞ 

 

「経常収支比率」とは、市税など経常的に収入されるお金が、どの程度人件費や公債費

などの経常的に支出しなくてはならないお金に充てられているかを表す数値です。したが

って経常収支比率の指数が低いほど、いろいろな事業に使えるお金の余裕があり、逆に高

ければ、財政構造の硬直化が進んでおり、今後の行政需要に柔軟に対応することができな

くなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度の町田市の経常収支比率は 86.7％となり、前年度の 91.9％から 5.2 ポイント

減少しました。これは、一般財源における人件費が減少したことや、地方交付税の増加な

どによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①経常収支比率
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適 正 水 準

経常収支比率の適正水準

は一般に70～80％といわ

れ、残りの20～30％を普通

建設事業等の臨時的経費の

財源とするのが望ましいと

考えられています。
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経常一般財源

市税など経常的に収入される、使途が決まっ

ていないお金です。

この２つの差の部分が大きいほ

ど、弾力性のある財政状況であると

いえます。

経常経費充当一般財源
経常一般財源のうち、人件費や公債費などの経

常的な支出に充てる、使途が決まっているお金で

す。
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経常収支比率は、平成 13年度から算出方法が変わりました。経常収支比率を計算すると

きの分母となる経常的に収入されるお金に、減税補てん債と臨時財政対策債の借入金を加

えることになり分母が大きくなったことにより、各団体とも数値が下がりました。 

平成 12 年度までの算出方法である、減税補てん債、臨時財政対策債を除いた実質的な令

和 3年度の経常収支比率は 90.4％と、前年度より 4.7 ポイント下がっています。 
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財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、景気の低迷により市税増収を大きくは期待で

きない一方で、認定こども園等施設型給付費など扶助費が年々増加している状況などから、

依然厳しい状況が続いています。 

将来に向けて、様々な市民要望に柔軟に対応していくためにも、さらなる経常経費の抑

制、行政経営改革を継続する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経常収支比率】 （単位：％）
人件費や公債費などの経常的に支出しなくてはならないお金

市税など経常的に収入されるお金＋減税補てん債＋臨時財政対策債

【減税補てん債】

【臨時財政対策債】

＝経常収支比率

　平成11年度に実施された個人市民税所得割、法人市民税法人税割の恒久的減税による減収額を
埋めるため、特例として認められている市債です。

　地方の財源不足を補てんするために、特例として認められている赤字補てん債です。
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――市財政に占める公債費の割合は、適正水準内で推移― 

＜公債費負担比率 6.8％＞ 

 

市債の償還に要する経費を公債費といいますが、この公債費の市財政に占める割合が、

適正であるかどうかを判断する指標として「公債費負担比率」があります。この比率が高

いほど、毎年度必ず返済しなくてはならない借金の割合が多いことを意味し、財政運営の

硬直性の高まりを示します。 

 

町田市における令和 3年度の公債費負担比率は 6.8％となり、前年度と比較して 0.8 ポイ

ント下がりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費負担比率 ② 

【公債費負担比率】 （単位：％）

公債費負担比率 ＝ 公 債 費 に 使 わ れ た 一 般 財 源

一 般 財 源 総 額
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－平成 22年度から普通交付税交付団体に－ 

＜財政力指数 3 か年平均 0.953、単年度 0.929＞ 

                                    

 「財政力指数」とは、一般に、地方公共団体の財政力を判断する理論上の指標とされる

もので、基準財政収入額を基準財政需要額で割った数値の過去 3 か年の平均値をいうもの

です。 

 この指数が大きいほど財源に余裕があるとされ、単年度で 1 を超える場合、すなわち基

準財政収入額が基準財政需要額よりも大きい場合には、地方公共団体は地方交付税算定上

の収入超過団体となり普通交付税は交付されません。ただし、あくまでも理論上の数値な

ので、必ずしも財政状況の実情を示しているとは限りません。 
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 町田市における令和 2年度の財政力指数は 0.953でした。これは「収入が必要経費の 0.953

倍である」ということを意味しています。 

 平成 23 年度までの 3 か年平均の財政力指数は 1 を上回っていましたが、平成 24 年度以

降は単年度及び 3 か年平均ともに財政力指数が 1 を下回っており、令和 3 年度も 1 を下回

りました。 

令和 3 年度単年度で見ると、基準財政収入額が基準財政需要額を下回り 0.929 でした。

このことにより、普通交付税の交付団体となっています。 

③財政力指数
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Ⅱ．財政の健全化 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成19年6月に制定され、平成20年4月か

ら一部施行、平成21年4月から本格施行されました。 

この法律によって、地方公共団体（組合及び地方開発事業団を除く。）は財政の健全性に

関する比率を算定し、その比率に応じて、財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企

業の経営の健全化を図るための措置を講ずることにより財政の健全化に資することを目的

としています。 

地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率の 4 指標（①実質赤字比率、②連結実質赤字

比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）及び公営企業ごとの資金不足比率を監査委員

の審査に付した上で、議会に報告し、公表することとされています。 

この章では、それぞれの指標がどのようなものであるかを紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町田市公営企業会計の資金不足比率 （単位：％） 

  資金不足比率 経営健全化基準 

病院事業会計 - 
20.0  

下水道事業会計 - 

※資金不足比率の「-」は、それぞれの会計で資金不足がないことを表しています。 

 

 

 

 

 

 

町田市の健全化判断比率 （単位：％） 

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － 11.25 20.00 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 0.9 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 － 350.0 － 

※実質赤字比率・連結実質赤字比率の「－」は赤字額がないことを、 
  将来負担比率の「－」は将来財政を圧迫する将来負担がないことを表しています。 
※実質公債費比率は、値が低いほど公債費（地方債の元利償還金）に対して財政的な余力があることを 
  表しています。 
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健全化判断比率・資金不足比率の対象会計等

＜町田市の会計区分＞

健全化法施行令2条

健全化法施行令2条

健全化法施行令2条

下水道事業会計
「法適用企業(一部適用)」
※地方公営企業法2条

病院事業会計
「法適用企業」
※地方公営企業法2条

※市が実質的に負担することが見込まれる損失補償債務等がないため将来負担比率算定の対象外

＜一部事務組合・広域連合＞

東京都後期高齢者医療広域連合

＜設立法人・第三セクター等＞

町田市土地開発公社

その他の法人等

東京都十一市競輪事業組合

東京市町村総合事務組合

※同上

一般会計

公
営
企
業

国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

特
別
会
計

鶴川駅南
土地区画整理事業会計

※組合が地方債を起こしていないため、
    公債費比率及び将来負担比率算定の対象外

※同上

※同上

南多摩斎場組合

多摩ニュータウン環境組合

東京たま広域資源循環組合

東京都六市競艇事業組合

公
営
事
業
会
計

普通会計

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資金

不足

比率

 

 

※上記は、令和 3 年度決算時点のものです。なお、公営企業会計である下水道事業会計に

ついては、令和 3 年度から地方公営企業法の一部適用（財務規定のみ）となっています。 
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１．健全化判断比率 

 

健全化判断比率は、(1)実質赤字比率、(2)連結実質赤字比率、(3)実質公債費比率及び(4)

将来負担比率の 4 つの財政指標をいい、他団体と比較することなどにより、当該団体の財

政状況を客観的に表すものであるとともに、財政の早期健全化や再生の必要性を判断する

ための指標でもあります。 

したがって、地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった

場合には、財政健全化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければなり

ません。 

 

（１）実質赤字比率 

実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模

に対する比率です。 

地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指

標ともいえます。 

 

 

 

 

 

町 田 市 の 実 質 赤 字 比 率 － 

早 期 健 全 化 基 準 11.25％ 

財 政 再 生 基 準 20.00％ 

 

令和 3 年度の一般会計等の実質収支は、81 億 4 千万円の黒字であり、実質赤字額は生じ

ていません。 

早期健全化基準及び財政再生基準を超えた場合には、それぞれ財政健全化計画や財政再

生計画の策定等が義務づけられています。 

【一般会計等】
　一般会計および特別会計のうち、公営企業や公営事業会計を除く会計をいい、町田市の場合、一般
会計と鶴川駅南土地区画整理事業会計が該当します。
【実質赤字額】
　実質収支（歳入決算額と歳出決算額との差引額から、繰越等のために翌年度に繰り越すべき財源を
控除した額）がマイナスになった場合に、その額のことを指します。
【標準財政規模】
　標準財政規模とは、その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を
示すものです。地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となる
数値で、財政分析や財政運営の指標算出のためなどに利用されます。

 

（単位：％）

＝実質赤字比率
標 準 財 政 規 模

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額
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（２）連結実質赤字比率  

 連結実質赤字比率とは、地方公共団体における全会計の実質赤字額または資金の不足額

を合算した金額の標準財政規模に対する比率です。 

 すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、

地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

 

 

 

 

 

 

町田市の連結実質赤字比率 － 

早 期 健 全 化 基 準 16.25％ 

財 政 再 生 基 準 30.00％ 

 

令和 3 年度は、公営企業以外の全会計における実質収支の合計は 106 億 7 千万円の黒字

となりました。また、各公営企業会計の資金剰余額の合計は 58 億 1 千万円となっており、

連結実質赤字額は生じていません。 

早期健全化基準及び財政再生基準を超えた場合には、それぞれ財政健全化計画や財政再

生計画の策定等が義務づけられています。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

＝連結実質赤字比率
標 準 財 政 規 模

連 結 実 質 赤 字 額

【連結実質赤字額】

【資金の不足額】

　一般会計等および、実質赤字比率の対象から除かれる公営事業の実質赤字額の合計額に、公営企業
における資金の不足額を足したもの。

　公営企業ごとに資金の不足額を表すもので、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同
様に算定した額とし、法適用企業については、民間企業と同様に貸借対照表を作成しているため流動負
債の額から流動資産の額を控除した額としています。
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（３）実質公債費比率 

実質公債費比率とは、地方債元利償還金（繰上償還等を除く）や公営企業債に対する繰

出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額から、これに充当された一

般財源のうち地方交付税が措置されたものを除いたものが、標準財政規模及び臨時財政対

策債発行可能額の合計額（地方交付税措置分を除く）に対してどの程度の割合になってい

るかをみるものです。 

実質公債費比率は、翌年度の起債に協議を要する団体と許可を要する団体を判定する指

標としても用いられており、算定の結果 18.0％以上となってしまった場合は、実質公債費

比率の適正化を図るための計画の承認を得たうえで国が起債を許可することになり、

25.0％以上の団体については、一定の地方債の起債が制限され、35.0％以上の団体につい

ては、さらにその制限の度合いが高まります。 

 

 

 

 

 

 

 実質的な公債費とは、公債費から特定財源を控除した一般財源の所要額をいい、公債費

に準じた経費とは、次の経費が該当します。 

・公営企業の公債費の償還の財源に充てたと認められる繰出金 

・加入する組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められる負担金・補助金  

・債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

例えば 社会福祉法人が施設の建設のために借り入れた借入金の償還に対する補助 

土地開発公社がすでに取得した公共用地等の買収に要する経費 など 

 

町 田 市 の 実 質 公 債 費 比 率 0.9％ 

早 期 健 全 化 基 準 25.0％ 

財 政 再 生 基 準 35.0％ 

 

早期健全化基準及び財政再生基準を超えた場合には、それぞれ財政健全化計画や財政再

生計画の策定等が義務づけられています。 

（単位：％）

実質公債費比率
（ 3 ヵ 年 平 均 ）

＝

（ 地 方 債 の 元 利 償 還 金 ＋ 準 元 利 償 還 金 ）
－(特定財源 ＋ 元利・準元利償還金等に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－元利・準元利償還金等に係る基準財政需要額算入額
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（４）将来負担比率 

将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債に相当す

る金額の標準財政規模に対する比率です。 

この将来負担比率は、一般会計等から出資法人等までの地方公共団体が関係する幅広い

団体の将来にわたって負担する債務の残高を基に算定していることに特徴があります。 

 

（単位：％）

将来負担比率 ＝

将 来 負 担 額 － （ 充 当 可 能 基 本 額 ＋ 特 定 財 源 見 込 額
＋ 地 方 債 現 在 高 等 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 )

標準財政規模－元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
 

 

将来負担額とは、次のようなもののことをいいます。 

・一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

・債務負担行為に基づく支出予定額 

・一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

・加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

・退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち一般会計等の負担見込額 

・地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために損失補償債務等を負

担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般

会計等の負担見込額 

・連結実質赤字額 

・加入する組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

また、上記の将来負担額から控除されるものは以下のとおりです。 

・将来負担額に充当することができる基金 

・将来負担額に充当することができる特定財源見込額 

・地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

町 田 市 の 将 来 負 担 比 率 － 

早 期 健 全 化 基 準 350.0％ 

 

令和 3 年度は将来負担額 1,242 億 7 千万円に対し、控除される充当可能財源が 1,358 億

7 千万円あり、差引の結果将来負担額が生じていません。 

早期健全化基準を超えた場合には、それぞれ財政健全化計画の策定等が義務づけられて

います。なお、将来負担比率の財政再生基準は設けられていません。 
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２．資金不足比率  

 

資金不足比率とは、地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の料金収入等に基

づく事業の規模に対する比率です。資金の不足が生じているということは、資金繰りが悪

化している状態であり、資金不足比率はその悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「連結実質赤字比率」の説明の際にも触れましたが、令和 3 年度は各公営企業会計とも

資金不足額は生じていません。 

経営健全化基準を超えた場合には、経営健全化計画の策定等が義務づけられています。 

町 田 市 
病 院 事 業 会 計 － 

下 水 道 事 業 会 計 － 

経 営 健 全 化 基 準 20.0％ 

（単位：％）

資 金 不 足 比 率 ＝

資 金 の 不 足 額

事 業 の 規 模
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付　属　資　料
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人 千円

％ 千円

人 千円

％ 千円

0.953
0.929 ）

％

％

％

千円

千円

千円

千円

特 別 職 等 （ 現在 ）

議 長

副 議 長

議 員

議   員   定 　数   （ 36 人）
国民健康保険
（事業勘定）

加 入 世 帯 数 世帯
介護保険

（保険事業勘定） 被 保 険 者 数 人

後期高齢者医療
１世帯当り保険税調定

額 円

介護サービス事業 無
被保険者１人当り保険
税 調 定 額 円

下水道事業 有 被保険者１人当り費用 円

駐車場事業 無 保 険 税 （ 料 ） 千円

土地区画整理事業 無 保 険 給 付 費 千円

病院事業 有
国 民 健 康 保 険 事 業 費
納 付 金 千円

※（）書きは、早期健全化基準である。

27,465,272

5,775,450 49
国

保

事

業

会

計

の

状

況

85,015

101,617 1,280,865 10 148,302

0

1,402,473 1,062,000 1,065 12,155,735

42,327 0 0 8,481,181

1,834 0 0

事   業   名
法
適
用

実 質 収 支 額

         千円

普 通 会 計 か
ら の 繰 入 金
          千円

職  員  数

        人
会

 9. 1. 1 550,000
公

営

事

業

の

状

況

1,032,341 4,742,334 38 57,070

6,888 0 99,554

493,962 1,701,910 104 488,896

1,366,861

会計年度 任用 職員 0 0 0
議

 9. 1. 1 640,000
合        計 2,072

消 防 職 員 0 0 0 .　.

660,061 318,562  9. 1. 1 580,000

一   般   職   員 2,066 657,480 318,238 市 町 村 長  9. 1. 1 1,060,000

900,000
教 育 公 務 員 6 2,581 430,167 教 育 長  9. 1. 1 820,000

うち技能労務職 184 59,368 322,652 副 市 町 村 長  9. 1. 1

一     般     職     員     （ ４．４．１ 現在 ） ４．４．１

区        分 
職   員   数
Ａ        人

４月分給料支払
総額  Ｂ 千円

１人当り支給月
額  Ｂ/Ａ  円

区            分 改定実施年月日
１ 人 当 り 平 均 給 料
（ 報 酬 ）月  額    円

(25.0) ％

10．
実 質 単 年 度 収 支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）     Ｊ 4,260,372 903,444

将 来 負 担 比 率 － (350.0) ％

 9．
積  立  金  取  崩  額
                       Ｉ 2,692,093 3,468,140 実 質 公 債 費 比 率 0.9

連 結 実 質 赤 字 比 率 － (16.25) ％

健　全　化　判　断　比　率 ※ 7．
積        立        金
                       Ｇ 2,961,171 4,608,055

 8．
繰   上   償   還   金
                       Ｈ 0 108,440

実 質 赤 字 比 率

 6．
単   年   度   収   支
                       Ｆ 3,991,294 △ 344,911

収 益 事 業 収 入 30,000

－ (11.25) ％

）

 4．
翌年度に繰り越すべき財源
                       Ｄ 1,045,389 1,791,162 将来にわたる財政負担

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 104,189,907 千円
 5．

実    質    収    支
（Ｃ－Ｄ）             Ｅ

 3．
歳 入 歳 出 差 引 額
（Ａ－Ｂ）         　  Ｃ 9,189,527 5,944,006

積立金現在高 Ｃ
（うち財政調整基金）

22,975,008

（ 9,285,137

8,144,138 4,152,844 積 立 基 金 取 崩 額 4,958,015

決算収支の状況（千円） 令和３年度 令和２年度
実 質 収 支 比 率 9.7

公 債 費 負 担 比 率

千円
 2．

歳    出    総    額
                       Ｂ 191,617,973 216,708,988

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以降支出予定額 Ｂ 33,373,026

6.8

 1．
歳    入    総    額
                       Ａ 200,807,500 222,652,994

経 常 収 支 比 率 86.7
地 方 債 現 在 高 Ａ
（特定資金公共投資事業債除く） 93,791,889

4,880,210

（参考）６５才以上人口
４．１．１

116,991 人

面
積

71.55 ｋ㎡
財 政 力 指 数 単年度（

人                              口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指             数             等

国
調

Ｒ２年 431,083   過疎     首都
  山村      近郊整備
  離島      既成市街地
  不交付
  広域行政圏

＜ごみ・し尿処理＞

東京たま広域資源循環組合

多摩ニュータウン環境組合

＜収益事業＞

東京都十一市競輪事業組合

東京都六市競艇事業組合

＜その他＞

東京市町村総合事務組合

南多摩斎場組合

東京都後期高齢者医療広域
連合

基 準 財 政 需 要 額 62,413,350

増減率（R2年／H27年） △ 0.3 基 準 財 政 収 入 額 58,011,029
住
民
基
本
台
帳

４．１．１ 430,385 標 準 財 政 規 模 83,594,498

対前年度増減率 0.3
うち臨時財政対策債
発 行 可 能 額

１．決算カード（普通会計）
団 体 コ ー ド 132098 市 町 村 類 型 Ⅳ-3

（１）令和３年度決算状況
団 体 名 町田市 ３年度交付税種地区分 Ⅰ-7
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％

補     助

単     独

そ の 他

( )
( ) ( )

％

△ 1.2
2.5

△ 1.2
4.1
5.9
0.0
0.0
0.0
0.3

△ 28.0
3.2

△ 0.1
0.0
0.0

△ 0.7

個人均等割

( ) ( ) ( )

法人税割

14,140 人 国民健康保険税（料） 96.7 43.7 92.8

212,773 人

純 固 定 資 産 税 99.8 73.4 99.6

納 税 義 務 者 数

令 和 ３ 年 度 大 規 模 事 業  （単位：百万円）

徴
 
 
 
 
 
収
 
 
 
 
 
率

区           分

現    年
課 税 分

滞    納
繰 越 分

合    計
循環型施設整備事業　　　    　　　 14,958

新型コロナウイルス予防接種事業      4,885

小・中学校体育館空調設備等設置事業　3,606

町田第一中学校改築事業　　　　　　　3,358

鶴川駅北口広場整備事業　　　        2,953

野津田公園整備事業                  1,178

温浴施設整備事業　　　　　　　　　　  701

( 徴 収 猶 予 分 除 く ) 99.7 58.7 99.5

市 町 村 民 税 99.5 53.0 98.9

％ ％  ％

市 町 村 税 合 計 99.6 59.3 99.3

合　　　　　計 68,786,200 100.0 61,419,650 338,475 合           計 191,617,973 100.0 96,542,405

旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 0 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0
法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 諸 支 出 金 0 0.0 0

都 市 計 画 税 4,854,212 7.1 0 公 債 費 7,194,072 3.8 7,184,072
事 業 所 税 874,484 1.3 855,237 災 害 復 旧 費 0 0.0 0
入 湯 税 3,016 0.0 0 0 教 育 費 26,030,174 13.6 15,772,863

目 的 税 5,731,712 8.3 855,237 0 消 防 費 4,623,680 2.4 3,144,538
法 定 外 普 通 税 0 0.0 0 土 木 費 12,528,363 6.5 7,918,610
特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0 商 工 費 2,019,627 1.1 1,576,150
鉱 産 税 0 0.0 0 0 農 林 水 産 業 費 273,199 0.1 205,529
市 町 村 た ば こ 税 2,305,835 3.4 2,393,711 労 働 費 309,438 0.2 309,438
軽 自 動 車 税 514,731 0.8 504,352 0 衛 生 費 32,437,919 16.9 11,439,678
固 定 資 産 税 26,363,415 38.3 25,667,595 0 民 生 費 89,083,782 46.5 33,992,747

622,120
法 人 分 3,097,314 4.5 2,238,757 338,475 総 務 費 16,495,590 8.6 14,376,660

市町村民税
個 人 分 30,773,193 44.7 29,759,998 0 議 会 費 622,129 0.3

市              町              村              税 目       的       別       歳       出

区     分
決   算   額 構成比 増減率

基準
税額

充 当 一 般
収入済額 財  源  等

千円 ％ 千円 千円 千円 ％

×
100
75

超過課税分
区     分

決  算  額 構成比

千円

合        計 200,807,500 100.0

地 方 債 13,161,050 6.6

82,716,859 100.0

うち減収補塡債特例分 0 0

諸 収 入 3,086,786 1.5 47,340 0.1

うち臨時財政対策債 3,543,000 1.8

財 産 収 入 326,113 0.2 145,617 0.2 一般財源等に加えない場合

寄 附 金

90.4 ％

繰 越 金 5,944,006 3.0

238,473 0.1 の経常収支比率

繰 入 金 5,736,469 2.9

減収補塡債特例分及び

都 支 出 金 24,448,025 12.2 合        計 191,617,973 100.0 96,542,405 臨時財政対策債を歳入経常

国 庫 支 出 金 56,996,927 28.4 失業対策事業費 0 0.0 0

8.5 6,439,375 経常経費充当一般財源等

使 用 料 930,269 0.5 284,562 0.3 0 0.0 0
74,744,310 千円

手 数 料 1,879,344 0.9 0 0.0 災害復旧事業費 0 0.0 0

105,731,932 千円

631,343 0.3 628,546

15,104,466 7.9 2,299,993

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 0 0.0 0 0.0

内
　
訳

31,348,668 16.4 8,739,368

普通建設事業費 31,348,668 16.4 8,739,368

分 担 金 ・ 負 担 金 694,844 0.3 0 0.0 16,244,202
小        計 87,365,194 43.4 82,239,340 99.4

歳 入 一 般 財 源 等
交通安全対策特別交付金 50,171 0.0 50,171 0.1 う ち 人 件 費

0 0.0 0
震災復興特別 437 0.0 投 資 的 経 費

特    別 233,779 0.1 前年度繰上充用金

繰 出 金 15,855,889 8.3 13,692,463 10,929,156 12.7
0 0.0 0 0 0.0投資及び出資金・貸付金

普    通 4,402,321 2.2 4,402,321 5.3
地 方 交 付 税 4,636,537 2.3 4,402,321 5.3

積 立 金 6,188,290 3.2 5,369,059
16,453,735 8.6 11,291,243 8,182,227 9.5補 助 費 等

地方特例交付金等 898,579 0.4 861,153 1.0

法 人 事 業 税 交 付 金 688,056 0.3 688,056 0.8
維 持 補 修 費 1,129,741 0.6 1,067,772 1,067,772 1.2

28,047,051 14.6 15,571,035 14,578,514 16.9物 件 費

自動車税環境性能割交付金 169,572 0.1 169,572 0.2

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 2 0.0 2 0.0

92,594,599 48.3 40,811,465 39,986,641 46.4
特別 地方 消費 税交 付金 0 0.0 0 0.0

ゴル フ場 利用 税交 付金 45,504 0.0 45,504 0.1
小        計

13,346,842 15.5

地方消費税交付金 9,826,173 4.9 9,826,173 11.9

株式等譲渡所得割交付金 777,266 0.4 777,266 0.9
一時借入金利子 0 0.0 0 0 0.0

7,194,072 3.8 7,184,072 7,184,072 8.3元 利 償 還 金

配 当 割 交 付 金 638,034 0.3 638,034 0.8

7.0 12,493,611 12,445,620 14.4
利 子 割 交 付 金 89,177 0.0 89,177 0.1 扶 助 費

公 債 費 7,194,072 3.8 7,184,072 7,184,072 8.3
63,457,744 33.1 13,384,115

20,243,278 19,455,727 22.6
地 方 譲 与 税 759,923 0.4 759,923 0.9 う ち 職 員 給 13,501,948
地 方 税 68,786,200 34.3 63,931,988 77.3 人 件 費 21,942,783 11.4

千円 ％ 千円 ％ 千円

充 当 一 般 経 常 経 費 経常収支
財  源  等 財  源  等 充当一財等 比   率

歳                        入 性         質         別         歳         出

区        分
決  算  額 構成比

経 常 一 般
構成比

区        分
決  算  額 構成比

千円 ％千円
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人 千円

％ 千円

人 千円

％ 千円

0.967
0.968 ）

％

％

％

千円

千円

千円

千円

特 別 職 等 （ 現在 ）

議 長

副 議 長

議 員

議   員   定 　数   （ 36 人）
国民健康保険
（事業勘定） 加 入 世 帯 数 世帯

介護保険
（保険事業勘定） 被 保 険 者 数 人

後期高齢者医療 １世帯当り保険税調定額 円

介護サービス事業 無
被保険者１人当り保険税
調 定 額 円

下水道事業 有 被保険者１人当り費用
円

駐車場事業 無 保 険 税 （ 料 ） 千円

土地区画整理事業 無 保 険 給 付 費 千円

病院事業 有
国 民 健 康 保 険 事 業 費
納 付 金 千円

※（）書きは、早期健全化基準である。

26,316,342

5,441,194 48
国

保

事

業

会

計

の

状

況

87,140

3,940 1,290,021 10 142,986

0

1,004,513 1,112,177 653 12,228,917

36,634 0 0 8,300,232

1,878 0 0

事   業   名
法
適
用

実 質 収 支 額

         千円

普 通 会 計 か
ら の 繰 入 金
          千円

職  員  数

        人
会

9. 1. 1 550,000
公

営

事

業

の

状

況

739,133 4,489,005 37 57,879

16,245 0 94,972

795,485 1,598,544 102 462,705

1,482,938

臨 時 職 員 0 0 0
議

9. 1. 1 640,000
合        計 2,101

消 防 職 員 0 0 0 .　.

665,559 316,782 9. 1. 1 580,000

一   般   職   員 2,096 663,442 316,568 市 町 村 長 9. 1. 1 1,060,000

900,000
教 育 公 務 員 5 2,117 423,400 教 育 長 9. 1. 1 820,000

うち技能労務職 197 63,477 322,218 副 市 町 村 長 9. 1. 1

一     般     職     員     （ ３．４．１ 現在 ） ３．４．１

区        分 
職   員   数
Ａ        人

４月分給料支払
総額  Ｂ 千円

１人当り支給月
額  Ｂ/Ａ  円

区            分 改定実施年月日
１ 人 当 り 平 均 給 料
（ 報 酬 ）月  額    円

(25.0) ％

10．
実 質 単 年 度 収 支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）     Ｊ 903,444 451,444

将 来 負 担 比 率 － (350.0) ％

 9．
積  立  金  取  崩  額
                       Ｉ 3,468,140 4,357,912 実 質 公 債 費 比 率 0.5

連 結 実 質 赤 字 比 率 － (16.25) ％

健　全　化　判　断　比　率 ※
 7．

積        立        金
                       Ｇ 4,608,055 2,710,446

 8．
繰   上   償   還   金
                       Ｈ 108,440 0

実 質 赤 字 比 率

 6．
単   年   度   収   支
                       Ｆ △ 344,911 2,098,910

収 益 事 業 収 入 20,000

－ (11.25) ％

）

 4．
翌年度に繰り越すべき財源
                       Ｄ 1,791,162 576,143 将 来 に わ た る 財 政 負 担

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 116,195,834 千円
 5．

実    質    収    支
（Ｃ－Ｄ）             Ｅ

 3．
歳 入 歳 出 差 引 額
（Ａ－Ｂ）         　  Ｃ 5,944,006 5,073,898

積立金現在高 Ｃ
（ う ち 財 政 調 整 基 金 ）

21,744,733

（ 9,016,059

4,152,844 4,497,755 積 立 基 金 取 崩 額 4,837,420

決算収支の状況（千円） 令和２年度 令和元年度
実 質 収 支 比 率 5.1

公 債 費 負 担 比 率

千円
 2．

歳    出    総    額
                       Ｂ 216,708,988 154,324,046

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以降支出予定額 Ｂ 50,482,402

7.6

 1．
歳    入    総    額
                       Ａ 222,652,994 159,397,944

経 常 収 支 比 率 91.9
地 方 債 現 在 高 Ａ
（特定資金公共投資事業債除く） 87,458,165

2,696,941

（参考）６５才以上人口
３．１．１

116,195 人

面
積

71.55 ｋ㎡
財 政 力 指 数 単年度（

人                              口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指             数             等

国
調

２年 431,529   過疎     首都
  山村      近郊整備
  離島      既成市街地
  不交付
  広域行政圏

＜ごみ・し尿処理＞

東京たま広域資源循環組合

多摩ニュータウン環境組合

＜収益事業＞

東京都十一市競輪事業組合

東京都六市競艇事業組合

＜その他＞

東京市町村総合事務組合

南多摩斎場組合

東京都後期高齢者医療広域連
合

基 準 財 政 需 要 額 61,171,948

増減率（２年／27年） △ 0.2 基 準 財 政 収 入 額 59,193,043

住
民
基
本
台
帳

３．１．１ 429,152 標 準 財 政 規 模 80,743,860

対前年度増減率 0.1
うち臨 時財 政対 策債
発 行 可 能 額

団 体 コ ー ド 132098 市 町 村 類 型 Ⅳ-3

（２）令和２年度決算状況
団 体 名 町田市 ２年度交 付税 種地 区分 Ⅰ-7
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％

補     助

単     独

そ の 他

臨時財政対策債を歳入経常

一般財源等に加えない場合

の経常収支比率

％

( )( )
( )( )
( )( )

 

％

△ 0.2
△ 14.0

2.9
6.4
0.4
0.0
0.0
0.0
0.8

△ 38.2
1.3
0.7
0.0
0.0
0.4

個人均等割

( ) ( ) ( )

法人税割

13,755 人
国民健康保険税（料） 96.3 43.6 91.8

211,389 人

純 固 定 資 産 税 99.5 58.9 99.4

納 税 義 務 者 数

令 和 ２ 年 度 大 規 模 事 業  （単位：百万円）

徴
 
 
 
 
 
収
 
 
 
 
 
率

区           分

現    年
課 税 分

滞    納
繰 越 分

合    計循環型施設整備事業　　　    　　　　9,130

野津田公園整備事業　　　　　　　　　3,402

小・中学校体育館空調設備設置事業  　1,985

小・中学校教育情報化推進事業          740

玉川学園コミュニティセンター建替事業  706

中学校増改築事業　　　　　　　　　　　533

民間保育所整備支援事業                469

( 徴 収 猶 予 分 除 く ) 99.7 53.5 99.4

市 町 村 民 税 99.1 52.8 98.6

％ ％  ％

市 町 村 税 合 計 99.3 53.5 99.0

0 0.0 0
合　　　　　計 69,256,764 100.0 272,466 合           計 216,708,988

旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 前 年 度 繰 上 充 用 金

100.0 95,127,465

法 定 外 目 的 税 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0
都 市 計 画 税 4,860,668 7.0 公 債 費 7,631,179 3.5 7,631,179

25,519,373 11.8 12,777,562
事 業 所 税 847,047 1.2 災 害 復 旧 費 176,634
入 湯 税 4,190 0.0 0 教 育 費

0.1 117,975

目 的 税 5,711,905 8.2 0 消 防 費 4,838,669 2.2 3,027,065
法 定 外 普 通 税 0 0.0 土 木 費 10,624,900 4.9 7,606,851

341,162 0.2 243,431
特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 商 工 費 3,922,713
鉱 産 税 0 0.0 0 農 林 水 産 業 費

1.8 3,482,376

市 町 村 た ば こ 税 2,178,287 3.2 労 働 費 336,419 0.2 336,419

33,331,548
軽 自 動 車 税 494,323 0.7 0 衛 生 費 22,470,209 10.4 9,973,531
固 定 資 産 税 26,691,236 38.5 0 民 生 費 78,499,624

市町村民税

36.1

議 会 費 637,684 0.3 637,672
法 人 分 3,022,731 4.4 272,466 総 務 費

個 人 分 31,158,282 45.0 0
61,710,422 28.5 15,961,856

充 当 一 般

収入済額 財  源  等
千円

市              町              村              税 目       的       別       歳       出

区     分
決   算   額 構成比 増減率

基準
税額

×
100
75

超過課税分

千円 ％ 千円 千円 千円 ％

区     分
決  算  額 構成比

諸 収 入 2,420,319 1.1 11,719 0.0

合        計 222,652,994 100.0 78,648,825 100.0
うち臨時財政対策債 2,696,000 1.2

うち減収補塡債特例分 0 0.0

95.1

0.1
繰 入 金 5,589,855 2.5

財 産 収 入 669,211 0.3 147,720 0.2
寄 附 金 230,301

繰 越 金 5,073,898 2.3

地 方 債 14,729,000 6.6

うち猶予特例債 0 0.0

減収補塡債特例分、

都 支 出 金 23,781,031 10.7 合        計 216,708,988 100.0 95,127,465 猶予特例債及び

国 庫 支 出 金 83,541,894 37.5 失業対策事業費 0 0.0 0

5.7 2,821,799 経常経費充当一般財源等

使 用 料 819,788 0.4 275,360 0.4 0 0.0 0
74,769,143 千円

手 数 料 1,871,925 0.8 0 0.0 災害復旧事業費 176,634 0.1 117,975

101,071,471 千円

479,744 0.2 479,744

11,355,152 5.3 638,304

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 0 0.0 0 0.0

内
　
訳

23,960,549 11.1 3,578,078

普通建設事業費 23,783,915 11.0 3,460,103

分 担 金 ・ 負 担 金 646,397 0.3 0 0.0 12,428,763
小        計 83,279,375 37.4 78,214,026 99.4

歳 入 一 般 財 源 等
交通安全対策特別交付金 51,292 0.0 51,292 0.1 う ち 人 件 費

0 0.0 0
震災復興特別 734 0.0 投 資 的 経 費

特    別 203,947 0.1 前年度繰上充用金

繰 出 金 15,293,500 7.1 13,259,389 10,541,394 13.0
1,500 0.0 1,500 0 0.0投資及び出資金・貸付金

普    通 2,023,317 0.9 2,023,317 2.6
地 方 交 付 税 2,227,998 1.0 2,023,317 2.6

積 立 金 7,515,285 3.5 6,710,270
60,465,760 27.9 12,705,646 8,636,697 10.6補 助 費 等

地 方 特 例 交 付 金 511,119 0.2 511,119 0.6
法人事業税交付金 205,689 0.1 205,689 0.3

維 持 補 修 費 1,204,999 0.5 1,170,898 1,170,898 1.4
25,697,693 11.9 16,707,592 14,199,297 17.5物 件 費

自動車税環境性能割交付金 131,720 0.1 131,720 0.2

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 63 0.0 63 0.0

82,569,702 38.0 40,994,092 40,220,857 49.4
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0
ゴルフ場利用税交付金 41,671 0.0 41,671 0.0

小        計

12,726,638 15.6

地方消費税交付金 8,997,101 4.0 8,997,101 11.4
株式等譲渡所得割交付金 543,819 0.3 543,819 0.7

一時借入金利子 0 0.0 0 0 0.0
7,631,179 3.5 7,631,179 7,522,739 9.2元 利 償 還 金

配 当 割 交 付 金 468,736 0.2 468,736 0.6

6.4 13,109,252 13,086,408 16.1
利 子 割 交 付 金 97,124 0.1 97,124 0.1 扶 助 費

公 債 費 7,631,179 3.5 7,631,179 7,522,739 9.2
52,969,253 24.4 12,737,116

20,625,797 19,971,480 24.6
地 方 譲 与 税 746,279 0.3 746,279 0.9 う ち 職 員 給 13,808,113
地 方 税 69,256,764 31.1 64,396,096 81.9 人 件 費 21,969,270 10.1

千円 ％ 千円 ％ 千円

充 当 一 般 経 常 経 費 経常収支
財  源  等 財  源  等 充当一財等 比   率

歳                        入 性         質         別         歳         出

区        分
決  算  額 構成比

経 常 一 般
構成比

区        分
決  算  額 構成比

千円 ％千円
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２．多摩26市の中の町田市（財政指標比較）

　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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３．多摩26市の中の町田市（市民一人当たり普通会計決算額比較）

　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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令和3年度 市税収入額（市民一人当たり）
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千円
令和3年度 標準財政規模（市民一人当たり）

282,396円

26市平均
211,272円 191,906円

194,232円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円 令和3年度 使用料収入額（市民一人当たり）

5,132円

2,161円

1,315円

26市平均
2,986円
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千円 令和3年度 手数料収入額（市民一人当たり）

5,200円 4,367円

2,178円

26市平均
3,768円
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千円 令和3年度 市債借入額（市民一人当たり）

37,025円

30,580円

404円

26市平均
16,524円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円 令和3年度 市債元利償還額（市民一人当たり）

31,371円

16,715円

26市平均

19,239円

10,429円
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千円
令和3年度 投資的経費支出額（市民一人当たり）

78,118円

72,839円

26市平均

34,439円

15,540円
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千円 令和3年度 人件費支出額（市民一人当たり）

73,894円

50,984円
47,093円

26市平均
57,149円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円 令和3年度 扶助費支出額（市民一人当たり）

179,130円

147,444円
130,166円

26市平均

147,780円
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千円 令和3年度 物件費支出額（市民一人当たり）

115,689円

65,167円 59,017円

26市平均

73,738円
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千円 令和3年度 人件費のうち職員給支出額（市民一人当たり）

40,716円

26市平均
33,392円 31,372円

28,728円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円
令和3年度 維持補修費支出額（市民一人当たり）

5,712円

2,625円

616円

26市平均

2,191円
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千円 令和3年度 補助費等支出額（市民一人当たり）

67,462円

38,230円
32,426円

26市平均
49,080円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

府
中
市

武
蔵
野
市

昭
島
市

小
金
井
市

福
生
市

国
分
寺
市

青
梅
市

羽
村
市

立
川
市

東
大
和
市

清
瀬
市

調
布
市

小
平
市

多
摩
市

武
蔵
村
山
市

日
野
市

町
田
市

西
東
京
市

国
立
市

狛
江
市

三
鷹
市

東
久
留
米
市

東
村
山
市

八
王
子
市

あ
き
る
野
市

稲
城
市

千円 令和3年度 積立金支出額（市民一人当たり）

93,767円

14,378円 2,880円

26市平均

21,655円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円
令和3年度 繰出金支出額（市民一人当たり）

44,078円

36,841円
25,888円

26市平均
35,644円
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千円 令和3年度 民生費支出額（市民一人当たり）

254,031円

206,986円
187,040円

26市平均

219,328円
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千円 令和3年度 土木費支出額（市民一人当たり）

51,163円

29,110円
15,881円

26市平均

30,803円
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　　＊各市のデータは、令和3年度地方財政状況調査を基に作成しています。
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千円
令和3年度 教育費支出額（市民一人当たり）

130,180円

60,481円

34,314円

26市平均

51,532円
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千円
令和3年度 積立金現在高（市民一人当たり）

345,092円

53,382円

26市平均
100,647円 46,163円
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千円
令和3年度 市債元金現在高（市民一人当たり）

326,254円

217,926円
26市平均
193,094円

81,391円
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